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要旨：2015 年 4 月 25 日にネパール・ゴルカで発生した地震により多くの鉄筋コンクリート造（以下 RC）建

物が被害を受けた。これらの建物には組積造レンガ壁が多用されており，レンガ壁が RC フレーム構造の耐

震性能に影響を及ぼすと予想される。本研究ではネパールのレンガ壁を有する RC 建物を対象として，現地

においてレンガ壁の要素実験を実施した。また，得られた実験結果をもとに，静的弾塑性解析を行いレンガ

壁が建物の性能曲線に及ぼす影響を評価した。さらに性能曲線を設計用スペクトルと比較することでレンガ

壁が建物の地震応答に与える影響についても評価した。 

キーワード：非構造壁，組積造壁，鉄筋コンクリート構造，ストラット置換，弾塑性解析，耐震性能 

 

1. はじめに 

 2015 年 4 月 25 日 11 時 56 分（現地時間），ネパールに

おいてマグニチュード(Mw)7.8 の地震が発生した。この

地震によりネパール国内は大きな被害に見舞われた 1)。

また，都市部において多くの RC 建物が被害を受けた。

なお，ネパールの RC 建物には外壁や間仕切り壁として

レンガの組積造壁が多用されている。 

 組積造壁は RC 架構の耐力の一部を負担することや，

その変形性能に影響を及ぼすことが既往の研究例えば 2)に

より明らかになっている。現在ネパールの建築基準では

レンガ壁は建物の構造性能には影響を与えない非構造壁

とみなされているが，実際には耐震性能に寄与している

可能性がある。 

 既報 3)ではレンガ壁による建物の振動特性への影響を

検証するため，現地建物の常時微動計測結果から振動特

性の評価を行った。本報では同建物のレンガ壁を想定し

た試験体について現地で行った要素実験の結果，また，

実験結果を利用した弾塑性解析を行い，建物の耐震性能

について分析した結果について報告する。 

 

2. 研究対象建物 

 研究対象建物はネパール首都のカトマンズ市内にある。

建物周辺地図を図－1 に示す。地上 5 階地下 1 階建ての

レンガ壁を有する RC 住宅である。基礎構造は直接基礎

であり，本建物は 2015 年 4 月 25 日の地震後に建てられ

た。写真－1 に建物の外部の様子を，図－3 に 1 階平面

図，X 軸に沿う立断面図を示す。同図に示すように本建

物は桁行方向に 4 スパン，梁間方向に 1 スパンを有する

建物である。各部材断面を図－2 に示す。また，リバウ

ンドハンマー試験によるコンクリート強度の実測値は

39.8N/mm2であった。 

建物の北西側桁行方向のレンガ外壁は両面モルタル仕

上げ，南東側桁行方向のレンガ外壁は（室内側）片面モ

ルタル仕上げである。 
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(a) 北東側外観 (b) 南東側外観 

写真－1 対象建物外観 

 

   
(a) 柱 A~D,I,J (c) 梁間方向梁 (d) 桁行方向梁 

   

 

  

(b) 柱 E~H   
図－2 

各部材断面図 
 

  

図－２ 各部材断面図 
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図－1 対象建物周辺地図 
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3. レンガ壁の要素実験 

研究対象建物で用いられたレンガ壁を想定した要素試

験体を製作した。試験体は研究対象建物の建設時と同等

の材料を用い，同じ職人に依頼して製作した点に特徴が

ある。レンガ壁の剛性や強度などの構造特性を得るため

に以下に示す実験を行った。 

3.1 実験方法 

試験体一覧を表－2 に示す。試験体の種類は表面のモ 

ルタル仕上げの有無が異なる 3 種類（モルタル仕上げな

し，片面モルタル仕上げ，両面モルタル仕上げ）とし，

プリズム圧縮試験用と平板のせん断試験（平板試験体の

対角方向の圧縮試験）用の 2 つの形状のものを各 3 体ず

つ作成した。先述のように，対象建物のレンガ壁の材料

特性を得ることを目的として，建物の建設に携わった職

人に建設時と同等の材料，工程での作成を依頼した。レ

ンガは 220mm×110mm×55mm の焼成レンガ，モルタル

の配合は 1:4:0.55（セメント：砂：水）である。試験体形

状を図－4 に示す。 

 載荷はトリブバン大学の材料実験室で行い，アムスラ

ー試験機を用いた。測定項目は載荷荷重と試験体の（設

置時に対して）鉛直方向ひずみ，水平方向ひずみとした。

鉛直，水平ひずみは試験体に取り付けたナット付きプレ

ート間に変位計を設置して測定した。試験方法を図－5

に，実際の試験時の様子を写真－2 に示す。 

3.2 実験結果 

(1) 圧縮試験 

弾性係数および圧縮強度の値を表－3 に，応力度－ひ

ずみ度関係を図－6 に示す。圧縮応力度または強度は荷

重をモルタルを含めた試験体の実測断面積で除した値，

ひずみ度は試験体側面に取り付けた変位計の出力を支点

間距離で除した値とした。また,弾性係数は応力度－ひず

み度関係のグラフにおいて初期のおよそ線形な区間での

表－2 試験体一覧 

試験体 
モルタル 

仕上げなし 

片面モルタル 

仕上げ 

両面モルタル 

仕上げ 

圧縮試験用 PN1~3 PO1~3 PB1~3 

せん断試験用 DN1~3 DO1~3 DB1~3 

P：プリズム圧縮試験 D：ダイアゴナルせん断試験  

N：仕上げなし(None) O：片面仕上げ(One Side) 

B：両面仕上げ(Both Side) 

 
表－3 圧縮試験結果 

 弾性係数(N/mm2) 圧縮強度(N/mm2) 

PN1 2192  5.1  

PN2 2278  3.0  

PN3 795  3.7  

平均 1755  3.9  

PO1 2108  2.7  

PO2 2032  3.2  

PO3 1935  1.6  

平均 2025  2.5  

PB1 4777  3.4  

PB2 5394  2.0  

PB3 6506  4.3  

平均 5559  3.2  

 

 
 

(a) 1階平面図 (b) 断面図 
  

図－3 1階平面図および断面図 
 

 
   PN 正面 PN 側面 PO 側面 PB 側面 

(a) 圧縮試験用試験体 
 

 
   DN 正面 DN 側面 DO 側面 DB 側面 

(b) せん断試験用試験体 
 

図－4 試験体形状 
 

  
(a) 圧縮試験方法 (b) せん断試験方法 

 
図－5 試験方法 

 

   

(1) 圧縮試験        (2) せん断試験 

 写真－2 実際の試験写真 
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傾きとして求めた。 

(2) せん断試験 

せん断弾性係数およびせん断強度の値を表－4 に，せ

ん断応力度－せん断ひずみ度の関係を図－7 に示す。試

験体が手作業で作られているため，完全な正方形ではな

いことを考慮し，せん断応力度は，既往の研究 4)を参考

に，荷重を試験体の水平方向（載荷状態ではなく通常

時）にベクトル分解した値を水平断面積で除した値，せ

ん断ひずみ度は 2 つの対角方向に沿って計測したひずみ

から求まるそれぞれのせん断ひずみ度 1γ ， 2γ の和とし

て求めた。 1γ ， 2γ は図－8 および式(1), 式(2)を参照さ

れたい。また，せん断弾性係数は圧縮試験と同様に載荷

初期のおよそ線形な区間の傾きとして求めた。 

αδβδl

αδβδ
γ

sincos

cossin

211

21
1




  (1) 

βδαδl

βδαδ
γ

sincos

cossin

212

21
2




  (2) 

                                                      

以下の解析では，圧縮試験の結果のみを用いて解析的

検討を行うため，せん断試験の結果は参考値として示す。 

4. レンガ壁の有無をパラメータとする建物の静的増分

解析 

 3 章で述べた要素実験によって得られたレンガ壁の特

性値を用いて，研究対象建物の耐震性能にレンガ壁が与

える影響について解析的に分析する。 

4.1 モデル化方法 

建物を立体骨組に置換し，表－5 に示す 3 つの解析ケ

ースに対して静的増分解析を行った。 

モデル化における仮定は以下の通りである。 

(1) 地下階を無視し，地上 5 層をモデル化した。基礎梁

を剛と仮定し，基礎下をピン支持とした。柱梁部材

は剛域を有する線材に置換した。剛域は節点から

D/4（D：各部材のせい）内側までとした。 

(2) 建物の重量算定には構造躯体の重量を考慮した。非

 

図－8 変形模式図 
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変形後の試験体

試験体対角線

γ1    ：鉛直方向
          せん断変形角
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表－4 せん断試験結果 

 せん断弾性係数(N/mm2) せん断強度(N/mm2) 

DN1 171 0.89 

DN2 299 0.81 

DN3 514 1.05 

平均 328 0.92 

DO1 1690 0.84 

DO2 1164 0.88 

DO3 1895 0.78 

平均 1583 0.83 

DB1 2534 2.01 

DB2 2025 1.17 

DB3 2004 1.01 

平均 2188 1.40 

 

 
(a)モルタル仕上げなし       (b) 片面モルタル仕上げ           (c) 両面モルタル仕上げ 

図－6 圧縮試験 応力度―ひずみ度関係 

 
(a)モルタル仕上げなし        (b) 片面モルタル仕上げ          (c) 両面モルタル仕上げ 

図－7 せん断試験 応力度－ひずみ度関係 
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構造壁の重量は解析パラメータ（表－5）として考

慮した。 

(3) レンガ壁を考慮する解析では，レンガ壁を面内方向

にのみストラット材に置換した。ストラットの幅は

Smith&Carter5)による式(3)に基づいて算定し，剛性

を評価した。一方，ストラット材の強度は

Mainstone6)による式(4)に基づいて評価した。すなわ

ち，式(4)により求まるストラット幅に壁厚と素材の

圧縮強度を乗じてストラット材の強度を求め，式(3)

による幅を有するストラットが等価な強度を有す

るように素材の圧縮強度を低減させることで評価

した。 

Smith&Carter 

 

064.0
1

335.0

'
1

58.0

445.0 



















H
zd

Hλ
H

w h  (3) 

MainStone 

  4.0
'175.0


 Hλdw hz  
(4) 

ここで 

4
4

2sin

HIE

θtE
λ

sb

z
h   (5) 

w：ストラットの幅(m)， zE ：レンガ壁のヤング

係数(kN/m2)， bE ：コンクリートのヤング係数

(kN/m2)， sI ：柱の断面二次モーメント(m4)， t ：

壁厚(m)，他の記号は図－8 を参照されたい。 

(4) レンガ壁の弾性係数および圧縮強度は要素実験の

結果（表－3）での平均の値をストラットに与え置

換した。 

(5) 開口を有するレンガ壁は体積が等価な無開口壁と

して扱い，壁厚を低減してストラットに置換した。 

(6) 柱のモデル化には曲げに MS モデル，せん断，軸方

向に弾性の単軸ばねモデル，梁のモデル化には曲げ

に弾塑性の単軸ばねモデル，せん断，軸方向に弾性

の単軸ばねモデルを用いた 7)。ストラットの復元力

特性には原点と降伏点を直線で結ぶバイリニアモ

デルを用いた。 

以上の仮定に基づき作成した各ケースの解析モデルを

図－9 に示す。 

4.2 解析結果 

 3 つのケースについて固有値解析を行い，前述の既報

3)にある，現地での常時微動計測から得られた固有周期

と比較したものが表－6 である。各ケースを比較すると，

レンガ壁の重量が増えた分 Case A よりも Case B の方の

周期が長くなった。レンガ壁の剛性を考慮した Case C は

特に 1 次固有周期において実測値に近い値が得られた。 

 桁行方向を対象に静的増分解析を行った。桁行方向に

北東から南西方向へ，いずれかの層が層間変形角 0.05rad

になるまで載荷した。得られた層せん断力－層間変形角

の関係を図－10 に，層せん断力を各階が支持する重量で

除した層せん断力係数－層間変形角の関係を図－11 に

示す。 

 RC 架構のみの Case A よりもレンガ壁の重量を考慮し

た Case B の方がより高い耐力を示したが，層せん断力係

数で比較するとレンガ壁の重量を考慮した Case B の重

量が相対的に大きく，Case Aの方が高い耐力を示した。。

レンガ壁をストラット置換した Case C が 3 ケースの中

で最も高い耐力を示し，層せん断力係数においても Case 

A と比べて約 1.7 倍，Case B と比べて約 2.4 倍の値を示

した。レンガ壁の剛性と強度を考慮することで耐力が大

幅に上昇することがわかる。 

 

5. 等価１自由度系置換に基づく耐震性能評価 

5.1 等価１自由度系への置換 

4 章で得られた静的増分解析の結果を式(6)，式(7)に基

づいて等価１自由度系の静的な代表荷重－代表変位（ aS

－ dS ）関係に置換した。 

 
B

i
N
i

ii
N
i

a Q

δm

δm
S

2

11

2
1








  (6) 

a

ii
N
i

i
N
i

d S
δP

δm
S










1

2
11  (7) 

 
図－8 式記号参照図 

 

  
(a) Case A，B (b) Case C 

図－9 解析モデル 
 

表－5 解析ケース一覧 

解析ケース レンガ壁重量 レンガ壁剛性 

Case A 無視 
無視 

Case B 
考慮 

Case C 考慮 

 
表－6 固有周期の比較 

固有周期(s) 実測値 
解析値 

Case A Case B Case C 

梁間方向 
1次 0.33～0.34 0.498 0.646 0.268 

2次 0.15～0.16 0.168 0.216 0.082 

桁行方向 1次 0.11～0.13 0.420 0.546 0.138 
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ここで， im ： i層の質量， iδ ： i層の変位 

iP：i層の作用水平力， BQ ：ベースシアである。 

 さらに，得られた性能曲線を，曲線に囲まれる面積が

等価になるように完全弾塑性復元力特性をもつバイリニ

アモデルに変換した。置換した結果については後述する。 

5.2 ネパールで用いられる設計用スペクトル 

 ネパールでは 1994 年に Nepal National Building Code8) 

（NBC）が作られるまでは，インドの設計基準である

Indian Standard9)（IS）が使われてきた。IS を基に NBC が

作られており，加速度応答スペクトルで定義されている

のが IS であるので，以下 IS に沿って検討していく 10)。 

 IS1893 に表－7 のように加速度応答スペクトルが与え

られている。これを加速度－変位応答スペクトルの形で

表したものが図－12 である。既報 3)での周辺地盤の計測

結果では卓越周期が 0.6秒を超える 0.88秒および 0.98秒

であり，NBC と同じ分類の IS では Type 3 の地盤に分類

される。 

5.3 耐震性能の比較 

 5.1 節で得られたバイリニアモデルと，5.2 節の設計用

応答スペクトルを重ね合わせ応答を評価する。建物塑性

化後の履歴減衰の増大を剛節架構を対象にした式(8)，式

(9)に基づいて評価する 

11)。各ケースに対して評価された応答点を図－13 に示す。 
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  hhS
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


  (9) 

ここで， h ；減衰定数， μ：塑性率である。 

RC 架構のみの Case A では塑性率が 4.05，応答変形が 

0.34ｍである。壁重量を考慮した Case B では塑性率 5.65， 

応答変形 0.48ｍであり，塑性率，応答変形がともに Case 

A よりも大きい。レンガ壁をストラット置換した Case C 

では応答変形が 0.18m と 1/2～1/3 程度になり，最も小さ

い。塑性率は 5.38 であり，Case A より大きく Case B よ

りは小さい。また，応答点でのストラット材の塑性率は

200 以上と大幅に変形していることがわかる。レンガ壁

の剛性と強度を考慮することで建物の応答変位が大幅に

低減されていることがわかる。 

以上より，現在ネパールではレンガ壁が非構造壁とみ

表－7 IS1893の加速度応答スペクトル 
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(Rock or Hard Soil) 
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図－12 設計用スペクトル 
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図－10 層せん断力－層間変形角関係 

 
図－11 層せん断力係数－層間変形角関係 
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なされて建物が設計されているが，構造特性が変化する

ことを踏まえて設計する必要があるといえる。ただし，

レンガ壁の考慮の有無による建物の耐震性能のより正確

な評価には，今後，レンガ壁が建物とくに構造部材の変

形性能に与える影響を明らかにする必要がある。 

6. まとめ 

本研究では，ネパールの典型的な RC 建物を対象に，

非構造壁として扱われるレンガ壁が耐震性能に与える影

響を明らかにするために実験的，解析的に検討した。現

地でのレンガ壁の要素試験，研究対象建物の弾塑性解析

を行い，レンガ壁が建物の耐震性能に与える影響につい

て分析した。得られた知見を以下にまとめる。 

(1) 研究対象建物のレンガ壁の材料特性を得るために，

研究対象建物で用いられた材料と工程を再現してレ

ンガ壁の要素試験体を製作し，試験した。弾性係数，

圧縮強度，せん断弾性係数およびせん断強度の特性値

を明らかにした。 

(2) 建物を立体モデルに置換し，RC 架構のみ，レンガ壁

の重量のみを考慮したもの，およびレンガ壁をストラ

ット置換した 3 つのケースについて静的弾塑性解析

を行った。その結果，レンガ壁の剛性を考慮した場合

に耐力が上昇することがわかった。 

(3) 弾塑性解析の結果に基づいて，等価な 1 自由度系の

性能曲線を評価し，ネパールで用いられる設計用スペ

クトルと比較することで応答点を求めた。その結果，

レンガ壁の剛性を考慮した場合に応答変形が最も小

さい値になり，レンガ壁は建物の応答を大幅に低減す

る効果があることを確認した。 

(4) 現在のネパールではレンガ壁は非構造壁として構造

設計に考慮されていないが，レンガ壁があることで建

物の構造特性が大幅に変化することがわかったため，

これを踏まえた設計，既存建物の耐震性能評価が必要

である。これを実現するため，レンガ壁が建物とくに

構造部材の変形性能に与える影響を明らかにする必

要がある。 
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図－13 各応答点の比較 

 

30

20

10

0

S
a
 (

m
/s

^2
)

1.51.00.50.0

Sd (m)

Case A
 h=5%
 capacity curve 
 h=17.6%
 response point

30

20

10

0

S
a
 (

m
/s

^2
)

1.51.00.50.0

Sd (m)

Case B
 h=5%
 capacity curve
 h=19.5%
 response point

30

20

10

0

S
a
(m

/s
²)

1.51.00.50.0

Sd(m)

Case C
 h=5%
 capacity curve
 h=19.2%
 response point

 

- 804 -


